







































































































































（ ）とし， が発生する確率を （ ）， と が実現する結合確率を
（ ） とする。ここで，すべての  について  （ ）














を観察した時に を申告する確率を （ ）とする。シグナルの組み
合わせ を所与としたとき，メッセージの組み合わせ （ ）が
実現する確率を，  （ ）とする（つまり， ×…
















































決 （ ） を下すと，犯罪者を釈放してしまうという費用が発生する
（ 18 ）
（第１項）。同様に，第２項はその被告人が犯罪を犯していなかった場合
















９　より厳密には， の時 ， の時， を期待利得に代入
することで求まる。














































12　MLRP（Monotone Likelihood Ratio Property）と対応する。
（ 21 ）
となる。 かつ であるので， 。したがって，
かつ が成



























































となる。 は，真の状態が にもかかわ 
らず，有罪 に賛成した人の比率が既定の基準 以下である為， 














定理２．（陪審定理，Classic Condorcet Jury Theorem）仮定１，２，３，４
が満たされるとしよう。
証明． の時も同様に示せるため，真の状態 が の時のみ証明をす
る。シグナル の数 の表現を簡単にするため，
の時 ， の時 となる確率変数 を考えよう。 は 
確率 で ，確率 で のベルヌーイ分布である。
を を使って表現すると，  
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